
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．平成２４年度国民健康保険助成費の概要 



（別紙 １）

（国民健康保険課）

平 成 ２ ３ 年 度 平 成 ２ ４ 年 度 対 前 年 度 対 前 年 度
予 算 額 予 算 案 比 較 増 ▲ 減 額 伸 率 （ ％ ）

千円 千円 千円

市町村の国民健康保険助成に必要な経費 3,400,567,944 3,280,399,058 ▲ 120,168,886 ▲ 3.53

（項）医療保険給付諸費 3,087,480,701 2,959,535,095 ▲ 127,945,606 ▲ 4.14

(目) 1,905,313,145 1,755,531,211 ▲ 149,781,934 ▲ 7.86

療 養 給 付 費 負 担 金 1,788,026,089 1,631,883,666 ▲ 156,142,423 ▲ 8.73 ・国庫補助率34/100→32/100

保 険 基 盤 安 定 等 負 担 金 117,287,056 123,647,545 6,360,489 5.42 ・うち保険基盤安定制度
　　基準超過費用　4.2億円
　　保険者支援分　493.2億円
　　高額医療費共同事業　739.1億円

(目) 509,176,537 526,311,068 17,134,531 3.37 ・国庫補助率34/100→32/100

(目) 536,139,195 529,455,105 ▲ 6,684,090 ▲ 1.25

134,782,024 148,067,181 13,285,157 9.86

(目) 2,069,800 170,530 ▲ 1,899,270 ▲ 91.76 ・妊娠・出産に係る負担軽減のための緊急対策経費

（項）介護保険制度運営推進費 296,582,317 303,433,736 6,851,419 2.31

(目) 234,506,949 236,780,643 2,273,694 0.97 ・国庫補助率34/100→32/100

(目) 62,075,368 66,653,093 4,577,725 7.37

（項）医療費適正化推進費 16,504,926 17,430,227 925,301 5.61

(目) 16,504,926 17,430,227 925,301 5.61

(目) 0 0 0 0.00

(目) 0 0 0 0.00

国民健康保険団体に必要な経費 5,783,792 5,484,958 ▲ 298,834 ▲ 5.17

(目) 5,783,792 5,484,958 ▲ 298,834 ▲ 5.17

事　　　　　　　　　項 摘　　　　　　　要

国 民 健 康 保 険 療 養 給 付 費 等 負 担 金

国 民 健 康 保 険 後 期 高 齢 者 医 療 費 支 援 金 負 担 金

国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 交 付 金

(目)
国 民 健 康 保 険 後 期 高 齢 者
医 療 費 支 援 金 財 政 調 整 交 付 金

国 民 健 康 保 険 出 産 育 児 一 時 金 補 助 金

国 民 健 康 保 険 介 護 納 付 金 負 担 金

国 民 健 康 保 険 介 護 納 付 金 財 政 調 整 交 付 金

平 成 ２ ４ 年 度 国 民 健 康 保 険 助 成 費 の 概 要

国 民 健 康 保 険 特 定 健 康 診 査 ・ 保 健 指 導 負 担 金

国 民 健 康 保 険 病 床 転 換 支 援 金 負 担 金

国 民 健 康 保 険 病 床 転 換 支 援 金 財 政 調 整 交 付 金

国 民 健 康 保 険 団 体 連 合 会 等 補 助 金



（国民健康保険課）

平 成 ２ ３ 年 度 平 成 ２ ４ 年 度 対 前 年 度 対 前 年 度
予 算 額 予 算 案 比 較 増 ▲ 減 額 伸 率 （ ％ ）

千円 千円 千円

国保組合の国民健康保険助成に必要な経費 325,130,189 322,228,158 ▲ 2,902,031 ▲ 0.89

（項）医療保険給付諸費 292,217,401 291,532,578 ▲ 684,823 ▲ 0.23

(目) 219,963,208 217,468,906 ▲ 2,494,302 ▲ 1.13

(目) 64,876,998 66,715,534 1,838,536 2.83

(目) 4,778,470 4,684,115 ▲ 94,355 ▲ 1.97

出 産 育 児 一 時 金 補 助 金 2,558,470 2,464,115 ▲ 94,355 ▲ 3.69 ・妊娠・出産に係る負担軽減のための緊急対策経費＝36,930千円
　従来経費＝2,427,185千円

高 額 医 療 費 共 同 事 業 補 助 金 2,220,000 2,220,000 0 0.00

(目) 2,598,725 2,664,023 65,298 2.51

（項）介護保険制度運営推進費 31,700,351 29,472,288 ▲ 2,228,063 ▲ 7.03

(目) 31,700,351 29,472,288 ▲ 2,228,063 ▲ 7.03

（項）医療費適正化推進費 1,212,437 1,223,292 10,855 0.90

(目) 1,212,437 1,223,292 10,855 0.90

(目) 0 0 0 0.00

3,731,481,925 3,608,112,174 ▲ 123,369,751 ▲ 3.31

うち（項）医療保険給付諸費 3,385,481,894 3,256,552,631 ▲ 128,929,263 ▲ 3.81
うち（項）介護保険制度運営推進費 328,282,668 332,906,024 4,623,356 1.41
うち（項）医療費適正化推進費 17,717,363 18,653,519 936,156 5.28

国 民 健 康 保 険 関 係 助 成 費 総 計

摘　　　　　　　要

国 民 健 康 保 険 組 合 療 養 給 付 費 補 助 金

国民健康保険組合後期高齢者医療費支援金補助金

国 民 健 康 保 険 組 合 出 産 育 児 一 時 金 等 補 助 金

国 民 健 康 保 険 組 合 事 務 費 負 担 金

事　　　　　　　　　項

国 民 健 康 保 険 組 合 介 護 納 付 金 補 助 金

国民健康保険組合特定健康診査・保健指導補助金

国 民 健 康 保 険 組 合 病 床 転 換 支 援 金 補 助 金



財政安定化支援事業 

５０％ ５０％ 

○普通調整交付金（７％） 
 市町村間の財政力の不均
衡等（医療費、所得水準）
を調整するために交付。 

○特別調整交付金（２％） 
 画一的な測定方法によっ
て、措置できない特別の事
情（災害等）を考慮して交
付。 

調整交付金（国） 
９％ ※２ 

３２％  （←３４％ ）※２ 

２３，９００億円 

７，４００億円 

調整交付金 

定率国庫負担 

公費負担額 

国 計 ：      ３２，６００億円 

都道府県計： １０，９００億円 

市町村計：    １，３００億円 

※市町村への地方財政措置：１，０００億円 

○ 高額な医療費（１件８０万円超）の
発生による国保財政の急激な影響
の緩和を図るため、各市町村国保
からの拠出金を財源として、都道府
県単位で費用負担を調整し国及び
都道府県は市町村の拠出金に対し
て1/4 ずつ負担。 

  事業規模：２，９６０億円 

高額医療費共同事業※１ 

医療給付費等総額：約１１１，０００億円 

保険料 

（３１，７００億円） 

○  低所得者の保険料軽減分を公費で 
  支援。 
   事業規模：４，２４０億円 
       （都道府県 3/4、市町村 1/4） 
  

○  低所得者数に応じ、保険料額の一   

    定割合を公費で支援。                   
   事業規模：９９０億円 
 （国 1/2、都道府県 1/4、市町村 1/4） 

都道府県調整交付金 

９％  （←７％） ※2 

６，８００億円 

  保険財政共同   
安定化事業 ○  市町村国保間の保険料の平準化、

財 政の安定化を図るため、平成18
年10月から１件３０万円超の医療費
について、各市町村国保からの拠
出金を財源として、都道府県単位で
費用負担を調整。 

保険財政共同安定化事業※１ 

            ※１   平成２２年度から平成２５年度までの暫定措置 
            ※２   それぞれ給付費等の９％、３２％、９％の割合を基本とするが、定率国庫負担等のうち一定額について、財政調整機能を強化する観点から国の調整交付金に振りかえる等の 
                     法律上の措置がある。 
            ※３      平成２２年度決算における決算補填等の目的の額 

（２４年度 予算案ベース） 

前期高齢者交付金 

○国保・被用者保険の６５歳
から７４歳の前期高齢者の
偏在による保険者間の負
担の不均衡を、各保険者
の加入者数に応じて調整。 

 

前期高齢者 
交付金 

 
３３，５００億円 

国保財政の現状 

保険料軽減制度 

保険者支援制度※１ 

保険者支援制度 

保険料軽減制度 

高額医療費共同事業 

法定外一般会計繰入 

約３，６００億円※３ 



【平成２４年度予算案】 ※復興庁（東日本大震災復興特別会計）で一括計上 

（億円） 

東日本大震災に係る国保保険者・国保連に対する財政支援の延長 

市町村 
国保 

国保 
組合 

国保連 備  考 

一部負担金免除 34 0.08 － 
一部負担金免除の8割相当を補助。 
2割相当は特別調整交付（補助）金で補助予定。 

保険料減免 20 1.8 － 
保険料減免の8割相当を補助。 
2割相当は特別調整交付（補助）金で補助予定。 

固定資産税の課税免除 2 － － 
固定資産税の免除に伴う保険料減収分の1/2を補助。 
残り1/2は特別調整交付金で補助予定。  

診療報酬等の立替払 － － 0.08 国からの療養給付費負担金が交付されるまでの間、銀行
借入を行った場合、その借入利子を補填。 

計 56 1.9 0.08 

※上記以外の被災地域の被保険者については、平成24年9月末まで財政支援の延長を予定。 
  （特別調整交付金において１０割補助予定） 

 ○延長対象 
  東京電力福島第一原発の事故により設定された警戒区域等に住所を有する被保険者及び保険者。 
  警戒区域等とは、①警戒区域 ②計画的避難区域 ③旧緊急時避難準備区域 ④特定避難勧奨地点 
 （ホット スポット）と指定された４つの区域等です。 
 

 ○対象期間 
  一部負担金免除・・・平成24年3月～25年2月診療分 
  保険料減免・・・・・・・平成24年4月～25年3月納期到来分（平成24年度分） 




